
 

 

 

令和５年２月２０日 No.１６１ 

解雇―労働契約の終了に関するルール 
１．使用者から一方的に労働契約を終了する解雇は、使用者がいつでも自由に行えるというもの

ではなく、解雇が客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当と認められない場合は、労働

者をやめさせることは出来ません（労働契約法第 16条）。 

解雇するには、社会の常識に照らして納得できる理由が必要で、解雇の理由として、勤務態

度に問題がある、業務命令や職務規律に違反するなど労働者側に落ち度がある場合が考えられ

ますが、1回の失敗ですぐに解雇が認められるということはなく、労働者の落ち度の程度や行

為の内容、それによって会社が被った損害の重大性、労働者が悪意や故意でやったのか、やむ

を得ない事情があるかなど、さまざまな事情が考慮されて、解雇が正当かどうか等を、最終的

には裁判所において判断されます。また、一定の場合については法律で解雇が禁止されていま

す。（以下、主なもの） 

(1) 労働基準法 

① 業務上災害のため療養中の期間とその後の 30日間の解雇 

② 産前産後の休業期間とその後の 30日間の解雇 

③ 労働基準監督署に申告したことを理由とする解雇 

(2) 労働組合法 

労働組合の組合員であることなどを理由とする解雇 

(3) 男女雇用機会均等法 

① 労働者の性別を理由とする解雇 

② 女性労働者が結婚・妊娠・出産・産前産後の休業をしたこと等を理由とする解雇 

(4) 育児・介護休業法 

労働者が育児・介護休業等の申出、又は育児・介護休業等をした事を理由とする解雇 

２．使用者は、就業規則に解雇事由を記載して、合理的な理由があっても、解雇を行う際には少

なくとも 30日前に解雇の予告をする必要があります。 

予告を行わない場合には、30日分以上の平均賃金（解雇予告手当）を支払わなければなりま

せん。予告の日数が 30 日に満たない場合には、その不足日数分の平均賃金を、解雇予告手当

として、支払う必要があり、解雇日の 10日前に予告した場合は、20日×平均賃金を支払う必

要があります。（労働基準法第 20条）。 

３．労働者が解雇の理由について証明書を請求した場合には、会社はすぐに労働者に証明書を交

付しなければなりません（労働基準法第 22条）。 

       ≪詳細については、お近くの労働基準監督署にご確認ください≫ 

労働契約の終了に関するルール（１） 
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「退職勧奨損害賠償請求事件」 

争点として長期に渡る執拗な退職勧奨の違

法性が争われた事案を紹介します。 

Ｘ１は県教育委員会が定めた退職勧奨年齢

57 歳に達した昭和 40年度末から、また、Ｘ

２は同 41年度末から、それぞれ毎年、学校

長等から２～３回にわたり退職を勧奨された

がこれに応じなかったところ、昭和 44年度

末には、勧奨に応じない旨を表明しているに

もかかわらず、計 10回以上、職務命令とし

て市教委への出頭を命じられたり、1～4人か

ら 20～90分にわたって勧奨されたり、優遇

措置もないまま退職するまで勧奨を続けると

言われたり、勧奨に応じない限り所属組合の

要求にも応じない態度を取ったり、異例の年

度を跨いで勧奨されたなど、執拗に退職を勧

奨され、不当に退職を強要されたとして、損

害賠償を求めた事案。 

・１審  山口地裁下関支部は、本件退職勧奨

は、被勧奨者の自発的な退職意思の形成を慫

慂する限度を越え、心理的圧力を加えて退職

を強要したものであるとして、Ｘ１には金 4

万円、Ｘ２には金 5万円とそれぞれの遅延利

息の支払いを命じた。 

・２審 広島高裁もこれを支持し、最高裁も

追認した（反対意見があった）。 

※参照法条：国家賠償法１条、労働契約

法、労働基準法 

 

「計算書類の注記（３）」 

前回までの本コーナーでは、（１）～（３）の３
項目を説明しましたので、今回は（４）～（７）の
４項目を説明します。 

（４）法人で採用する退職給付制度 
（独）福祉医療機構の退職共済制度に加入して

いる法人が多いものと思われますが、その場合に
はその旨を記載します。 

上記以外の制度の場合には、確定給付型の制度、
確定拠出型の制度等、法人が採用している退職給
付制度の内容を記載します。さらに、それに関す
る補足説明（例えば、当該制度の対象者、設定時期、
移行時期等）を記載することも考えられます。 

（５）法人が作成する計算書類等と拠点区分、サ
ービス区分（拠点が作成する計算書類とサービス
区分） 
法人全体の注記では、法人の作成する計算書類

について記載するとともに、「各拠点区分における
サービス区分の内容」も記載します。拠点区分の
注記では、その拠点で作成する計算書類等につい
て記載します。 

（６）基本財産の増減の内容及び金額 
基本財産を「土地」「建物」「定期預金」「投資有

価証券」等の種類別に区別して、それぞれについ
て、「前期末残高」「当期増加額」「当期減少額」「当
期末残高」を表示します。 

（７）基本金又は固定資産の売却若しくは処分に
係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 
実務上は、基本金を取崩す例は少ないと思われ

ますが、国庫補助金等特別積立金取崩は器具及び
備品の除却等、事例としては該当するケースもあ
ると思われます。 

なお、国庫補助金等特別積立金取崩額のう
ち、当注記対象となるのは対象固定資産を廃
棄又は売却したことにより、取崩額が「国庫補
助金等特別積立金取崩額（除却等）」として「特別
増減の部」に計上されるものに限られます。 

そのため、対象固定資産の減価償却費等に対応
した取崩額で「サービス活動増減の部」に計上さ
れるものは、本注記の対象外である事に留意して
下さい。 

 

施設経営の 労務管理、会計・税務等の様々な問題に 

専門相談員が、的確にお答えします。 

富山県社会福祉協議会 経営相談室 月曜～金曜 祝祭日年末年始休み ※できるだけ「ＦＡＸ経営相談票」を 

Mail：manji@wel.pref.toyama.jp  専用 TEL：076-432-6219 FAX：076-432-6532      ご利用ください 

HP  https://www.toyama-shakyo.or.jp/keiei-soudan/ （富山県社協 HP→相談する→福祉施設の経営相談） 

解雇に関する、参考となる判例がありまし

たら教えてください。 

計算書類の注記項目は 16 項目あるという

ことですが、それぞれの項目毎に、その注

記として記載する意味や作成上の留意点

について教えて下さい。 

mailto:manji@wel.pref.toyama.jp
https://www.toyama-shakyo.or.jp/keiei-soudan/

